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周辺業務担い手の獲得効果  

県社協「スケッター」モデル事業、開始から半年 

県社会福祉協議会(三木正

夫会長)が手伝いを求める介

護事業所とすき間時間などで

サポートしたい人をつなぐマ

ッチングサービス「スケッタ

ー」を県内で普及させるため

の「お試し利用モデル事業」

は開始から半年が経った。一

部事業所で介護の周辺業務の

担い手の獲得とその担い手がリピーターとなるほか、業務の切り分けができた

などの効果が見られたことが分かった。県社協では今年度も事業を継続してい

く。 

スケッターは、プラスロボ(東京都、鈴木亮平社長)が運営するマッチングし

た登録者が事業所を手伝うことで事業所から謝礼が支払われるシステム。マッ

チングサイトには事業所での掃除、配膳、レクリエーションなど誰もが気軽に

手伝える業務募集を掲載する。 

５月現在、モデル事業に参加しているのは松本市を中心に長野市、千曲市、

小海町、南箕輪村(３市１町２村)の 16事業所。このうち、県社協はスケッター

導入で特に効果があった事例として松本市内の２事業所を挙げる。 

有料老人ホームサングリーン藤ケ原ではスケッター導入から４カ月でマッチ

ング延べ人数は 41人。季節に応じた室内の装飾やレクリエーション、車いすや

加湿器の掃除、雑務をしながらの見守りなどの業務を募集し、アクティブシニ

アを中心にリピーターが増えている。また、スケッターでの活動をきっかけに

パート職員として採用に至ったケースもあった。     【次ページへ続く】 
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介護老人福祉施設サルビアは導入４カ月でマッチング延べ人数は 34人。最初

はイベント手伝いを募集していたが、掃除や話し相手など日常的な業務を出す

ようにしたところ応募件数が増え、話し相手などのリピーター獲得につながっ

た。また、経験豊富な元介護職員とマッチングできたことで「職員のフォロー

をしてもらえて心強い」と好評の声が挙がっているという。 

■若者ら地域住民の助っ人発掘へ市町村と連携目指す 

一方で「出した業務に反応がない」など事業所によってマッチング数が偏り、

課題もある。 

そのため県社協では今年度、学生や若者を中心にさらなる地域住民の助っ人

発掘と福祉参加につなげるため、市との協定や事業化を目指す。３月には長野

市、松本市と連絡会議を実施し、これまでの中間結果を報告した。今後、ほか

の市町村とも会議を行い、各市町村から若者へ働きかけする体制を作りたいと

いう。また、モデル事業の参加事業所も随時募集している。 

モデル事業の問い合わせと申し込みは県社協まちづくりボランティアセンタ

ー(Tel 026－226－1882、メール vcenter@nsyakyo.or.jp)へ。 

 

人生 100 年まつり旅介護予防事業など５事業選定  

24 年度地域発元気づくり支援金(上伊那地域) 

上伊那地域振興局はこのほど、同地域の 2024 年度地域発元気づくり支援金事

業として選定の 46事業を発表した。医療、福祉分野では、宮田ロマンス塾実行

委員会の「人生 100年まつり旅介護予防事業」、上伊那郡辰野町の「辰野町健康

ポイント事業」など５事業が選ばれた。 

「人生 100年まつり旅介護予防事業」には総事業費 63万 6000円のうち、47

万 7000円を支援金として交付する。同事業は人材育成を目的とした介護予防

「音楽レクリエーション」の指導者養成や「人生 100年まつり旅～水と緑の宮

田村編」のＤＶＤ制作とこれを用いた音楽レクリエーション事業を提供する。 

「辰野町健康ポイント事業」では総事業費 133万 8000円のうち 100 万 3000

円を支援金として交付。健康ポイント事業の実施やインターバル速歩教室など

を開催する上でのポイントカードと情報提供パンフレットの制作費やインター

バル速歩システム利用料に活用する。 

 

★ご注意 「介護保険情報」の記事を発行元の承諾なくメールやファクシミリによる転送、

転載、複写、その他複製することは著作権法に抵触します。 
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医療・福祉 3.3％増 県内給与２月分、５人以上事業所 

県が４月 30日に発表した２月の勤労統計調査によると、基本給・超過勤務手

当を含む「決まって支給する給与」は、従業員５人以上の規模の事業所のうち、

医療・福祉産業が１人平均 26万 7735円で前年比 3.3％増。全産業では 25万 5279

円で 1.0％増となり、26カ月連続で前年同月を上回った。 

30人以上の規模の事業所では、医療・福祉産業が 30万 4566円で 4.5％増。

全産業は 27万 9663円で 1.7％増となり、７カ月連続で前年同月を上回った。 

医療・福祉産業の所定外労働時間は、５人以上規模が平均 5.3時間で 2.0％

増。30人以上規模は 6.8時間で 30.8％増えた。 

常用労働者数は５人以上事業所が 13万 3341 人で 0.5％増。30人以上事業所

が８万 7199人で 0.2％減った。 

 

認知症、50 年に 586 万人 今秋策定の政府計画に対策 研究班推計 

厚生労働省の委託を受けた研究班は８日、高齢者の認知症患者数を推計した

ところ、2022年は 443万 2000人で、65歳以上に占める割合「有病率」は 12.3％

だったと公表した。高齢化の進展により、50年には 586万 6000人、有病率は

15.1％に達する。 

同日開かれた政府の会議で結果が示された。政府は対策を議論し、認知症基

本法に基づき今秋にも策定する基本計画に反映させる。 

研究班は、国内４地域で実施した調査結果を基に推計。日常生活に支障がな

いものの、記憶力などの低下がある「軽度認知障害」（ＭＣＩ）の患者数は 22

年に 558万 5000人（有病率 15.5％）、50年に 631万 2000人（同 16.2％）とな

る。 

22年の認知症とＭＣＩの有病率の合計は 27.8％。過去に算出された 12年の

有病率を見ると、認知症は 15.0％、ＭＣＩは 13.0％の計 28.0％で、今回とほ

ぼ同じだった。認知症に限ると、22年は 12 年を 2.7ポイント下回った。 

これに関して、今回の推計作業に携わった九州大の二宮利治教授（衛生・公

衆衛生学）は、ＭＣＩから認知症へ症状が進んだ人の割合が低下した可能性を

指摘。「ＭＣＩは早期であれば、生活習慣の改善によってある程度正常に戻る可

能性がある。進行させないことが非常に大事で、健康づくりを意識してほしい」

と話している。 


